
織 における 肯旨 発と技術成果 

0 堀江 常稔 ，井川康夫 

企業において 研究開発網織は 新製品。 薪 サービスを 

創造するための 中心的な組織であ る。 この研究開発の 

主体 は 思俳 D 人材であ るが。 黛及 口入 材 が自身にとって 

有効な知識ソウハウをどのようにして 獲得するのか、 そ 

の知識獲得源を 見出すこと @ こは重要な意味があ る。 な 

ぜなら。 研究開発組織に 蓄積される知識 は 根源的に個 

人に宿っており、 その獲得先を 探ることは長期的な 視点 

で 組織としての 能力開発施策を 考えるための 材料にな 

るためであ る。 研究開発における 能力開発施策への 注 

目 @ ま、 高い技術成果を 目指す技術経営や 良 及む マネジ 

メント研究の 主要な課 であ ると考えられ、 実務的要請 

になると考えられる。 

本論の目的は 日本企 
識 。 ノウハウ獲得の 実態。 

を 用い。 研究開発 組 

を考えることにあ る 0 研究開発特有の 

過去に獲得した 有効な知識リウ ハ 

( 実態 ) と今後必要な 項目 ( 希望 ) を調査し、 年齢をコント 
ロールした圭で 具体的議論を 行い効果的施策について 

議論する。 

又及 D 人材の能力開発に 関する調査。 研究はこれまで 

にも多数行われてきた。 学会誌「応用物理」での 研究者 

7) において、 日本企業の研究者教育 
は 組織として教育の 共通性。 効率性を意図する 場合に 

" 荘ごを 、 教育の個別性。 有効性を意図する 場合に 

㊤ 麒，が 重要視されるとし。 研究開発における 主要な教 
育は 常に 0 打が基本であ り、 研究の内容や 進め方を理 

解し体験していくことが 最も重要な要件であ ると指摘し 

[6] [7] 。 石田 (2002) は日本企業の 研究者 

を対象にした 調査により、 能力開発。 キャリア開発に 有 

効な方法は回答数 順に 「先輩。 上司の指導の 丹」「責任 

  
0 丹 、 また。 鍵醍に 明確な定義はな 円 H@@2I 。 本論でほ組織内で 

業務中に行われる 直接の指導。 教育全般を n Ⅱ、 それ自体が業務 
にならない短期の 集合教育を。 年何として議論する。 

( 北陸先端科学技術大学院大 ) 

の 重い仕事の経験 / 「自己啓発」 れ めた社内でのイン 

フォーマル な 仕事をしながらの 訓練や学習が 圧倒的な 

重要性を持っていると 指摘した [ 3 。 一方、 0 蘇鯨は 

r ㎞ ck(l99 めが国際比較においてその 効果を対 

。 ここで は 英国との比較もこ 邸 日本の研究者にほ 

0 鮮好 が 有効な知識獲得 源 とはなっていないが、 英国 

では有効な知識獲得 源 であ ることが示さ 

社内外で先端技術教育を 受講できるか 否かや、 人材流 

動性の高低など 社会環境の相違があ り単純比較ほでき 

ないものの 0 汀を中心とした 企業内部での 能力開発と 

解決のサイクルが 外部の先端。 専門的な知識源へ 

のアクセスを 相対的に低下させ、 斬新。 異端な能力開発 

を妨げる 一 要因であ るとする主張であ る 

(2 ㈱のは日本企業の 良 及 D における中核的人材育成に 

ほ 単純な 0 町でなく、 早期。 多種のローテーションによっ 

て多面的発想を 獲得する機会の 付与。 社内外の研究 

機関への弟子入 犯こ よる一流人材との 交流促 

性を指摘したい 明 。 

めに 良蕗 D 人材の能力開発の 議論旗日本企 

全体としてみた 場合。 基本的には 0 付 中心の 

が有効で。 より高い成果を 上げていくためにほ 

0% 汀や自己啓発、 社内外の共同研究開発。 ローテー 

ションを戦略的に 経験していくことが 有効であ るといえる 

だろう。 ただし、 先行研究のほぼすべてに 共通する「研 

究者の育成には 標準的な方法などない ョ という本質的な 

指摘には本研究も 注意を払う必要があ ると考えている。 

識は研究開発組織全体として 有 

ることにあ る。 このため既存研究が 

指摘する 0 俘の知識。 ノ クハウ 得源 としての有効性、 

さまざまな 0 鮭鰍 。 自己啓発。 業務そのものを 能力開発 

要因として調査し、 施策を考える 必要があ る。 そのため 

に は 経験の支配的変数であ る年齢を考慮した 分析をそ 千 

ぅ 必要があ るが、 既存の年代別の 分類による解釈ではな 

く、 連続的な解釈が 有効であ る。 さらに能力開発の 実態 

のみならず能力開発の 今後の希望についても 実態とあ 

わせて解釈する 必要があ るだろう。 なぜなが実態 " ほ能 

力開発施策の「送り 手」にとって 意味があ り、 " 希望 " ほ 
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「受け手」にとって 意味があ る。 双方を考慮した 上で施策 

を考えることこそ 能力開発施策が 意味あ るものになると 

考えられるためであ る。 加えて、 能力開発施策 は 一般に 

何らかの成果が 意図される。 よって研究開発における 技 

術成果として 国内特許保有数と 専門誌への論文掲載数 

を成果の一部を 構成する指標として 能力開発との 関係 

を議論することが 実務 五 求められよ う 。 

以上の先行研究の 検討とわれわれの 問 

づき、 以降で能力開発の 実態調査から 能 

析 。 議論する。 

ける能力開発の 調査 は 20 ㏄年 7 

月 に日本の製造業 A 社の本社研究所に 所属する研究 

者を対象に実施した。 配布 は 9f)(H 票 、 回収 は 398 票 ( 有 

効回収率 442%) であ った能力開発の 質問は、 「現在 

の強みとなっている 知識 づ ウハウはどのようにして 獲得 

したか ( 実態 ) 」、 「今後、 どのようにして 能力開発したい 

か ( 希望㍉について 複数回答で該当するものを 選択き 

せた。 選択肢としてほ、 「職場での指導。 0 舟 」、 「学会で 

の 論文発表」など。 その他 笛由 回答 ) を含む 23 項目 ' を 

用意した。 複数回答方式でほ 個別に回答を 求める場合 

よりも優先的に 重要なものが 選択される懸念があ るが。 

該当するもの 全てを回答するよ う 求めており間 

と考えられる。 技術成果を測定する 項目は「国内特許保 

有数 ( 連名を含む ) 」と「専門誌への 論文掲載 数 」を数値 

記入で回答を 求めた。 

を集計し、 各項目に 

年齢の比較を 行った。 

組織成員の年齢の 分布 は 正規分布を仮定できないた 

め、 二群の年齢分布の 違いをみる統計的検定に 

騰 oxon の順位検定を 用いた " 二群の年齢の 中央値 

を求め、 その差を求めること @ こより選択した 群が選択しな 

い群 よりも若いのか、 そうでないのかを 比較できる。 質問 

項目の集計結果とこの 分析結果を反映させた 結果を図 

工に示す " 

棒グラフで示すのほ 選択の割合で。 線グラフで示す 

のは各項目を 選択した群の 若さ ( 年齢中央値の 差 ) を 示 

  
" 実態 " の選択肢に は 入社前の知識。 ノウハウの獲得 原 として 

の重要性を考慮し r 学校。 大学での研究活動」「学校。 大学での 

講義や実験」を 加えた。 なお、 実態の r 管理。 事務部門への 異動」 

「知財部門への 異動」への回答は 0 であ った " 

す 。 図の上部の項目ほど 知識ノウハウ 獲得 先 として若 

手捉 及 D 大村が選択した 項目で、 下部の項目ほど 年長 

R 及 D 人材が選択した 項目になる。 白抜きの棒グラフは 

選択した 群 としない群に 年齢の分布の 差がない 

(P< 0% 項目であ る。 

    
堂校 ・大学ての研究活動 

学校・大学ての 講義そ実夢 

職場ての指導・ 0 は 

社内有吉の 勉 % 台 参班 

社外の研修講習会の 受講 

仕 円の研修・講習会の 受講 

学会ての 誇文宅衷 

サプライヤーとの 共同研究開発 

専門 蕾 @ の 論文投稿 

同業他社交流会 @ の 参加 

部門横断プロ ノ エクト @ の 参加 

大学・大学院派遣 ( 国内海外 @ 

蕃客との共同研究開 俺 

寅 任の重い仕事の 経 駿 

営業・販売部門 @ の 異動 

異業種交流会 @ の 参加 

社会人 MBA MOT 大学院 * の 進学 

社外研究機関ての 共同研究 翻毛 

  
図 下知識 ソ か り 獲得先の実態 鮎 =39% 

図 i からほ知識。 ノウハウ 得 先の実態として「職場で 

の指導 ゆご (74.6% 沌 、 「学会での論文発表 (43.5% ㍉。 

「責任の重い 仕事の経 (42.2%) 」が高い割合を 示した。 

一方で他部門への 異動ほどれも 重要でない結果となっ 

たがこれほそもそもそのような 経験をもつ人材が 少ない 

からともいえよう。 図の最上部の「学校。 大学での研究活 

動 」と「学校。 大学での講義や 実 」が @ 手の知識ワウ 

ハ ウ 獲得 源 として有意であ る結果 は 、 若手配 柁 D 人材が 

入社前の学術活動をべ ー スに業務を遂行していると 解 

釈でき、 本分析の妥当性を 補強するものであ ると考えら 

れる。 「職場での指導。 0 Ⅱ」が極めて 重要な知識獲得 

源 となっている 結果は先行研究の 調査結果と整合する。 

ここで注目したいのは「 場 での指導。 0 鯨 」が若手寄り 

の傾向を持ってはいるものの、 その差は有意でほないと 

いうことであ る。 すな む ち、 「職場での指導。 0 肛 」は若手 

と年長 R 及 D 人材が共に選択した 項目であ るといえ、 「 職 
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場 での指導。 0 Ⅸ」が長期的な 知 づ ウハウの獲得 源と 

なっていることを 示す結果であ ると解釈できる。 

能力開発の希望のデータを 用いて分析Ⅰ同様の 分析 

を行った結果が 図 2 であ る。 

選択 数 i%l   
知財部門 - の 異動 

社内有志の勉強会参加 

輯場 での指導   O タ丁 

管理・事務部門 * の 異動 

学会での論文発表 

資格取得 ( 国家・民間 ) 
大学・大学院派遣 ( 国内・海外 ) 

専門誌 - の 論文段 窟 

社内の研修・ 講習会の受講 

社会人 MBA.MOT 大学院への進学 

責任の重い仕事の 経験 

異業種交流会への 参加 

部門横断プロジェクト @ の 参加 

サプライヤーとの 共同研究開発 

社外の研修・ 講習会の受講 

同業他社交流会への 参加 

他の技術部門（の 異動 

社外研究機関での 共同研究開発 

研究開発背理部門への 異動 

顧客との共同研究開発 

  年錦 中央値の 差 

図 2 知識。 ノウハウ獲得先の 希望 紬弓銘 ) 

図 2 からほ年齢の 差が有意でない 車間に位置するい 

くつかの項目 ( 白抜き棒グラフ ) を挟んで上部が 若手 
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から、 若手が希望するのほ 学術活動と業務を 通した能 

力開発であ るといえるだろう。 一方。 年長け「社覚研究 

関 での共同研究開発 (37.9%) 」。 「顧客との共同研究 

開発は 0. を %) 」を主に希望している。 この結果から、 保有 

する専門技術を 活かし、 調整。 交渉など高度なスキルが 

要求される社体での 研究開発業務を 通した能力開発を 

希望していることが 見てとれる。 

析 

開 

発
と
技
術
成
果
の
 

関
 

連を分析する。 技術成果 ( 論文。 特許 ) を従属変数にし、 

重 回帰分析によって 能力開発項目の 影響を分析する。 

技術成果 は 年齢に依存 ' すると考えられるためコントロー 

ル変数として 独立変数に加えた " 能力開発 頃 

のデータを用いるが、 このデータは 強みとなっている 知 

識 ワ ウハウの獲得先を 聞いており。 必ずしも技術成果と 

直接対応しない 回答が含まれる。 そこで、 調査察で回答 

を 求めた専門技術保有に 関する 3 つの主観的評価質 

問「社覚で同業の 人たちまり優れた 専門知識。 技術を持 

っている。 」「社内で最先端の 技術力を持っている。 」「専 

門分野の進展について 行くことができている " 」 (5 段階 ) 

の合計得点。 と能力開発項目選択の 有 

能力開発変数の 当該能力開発 項 の値 とし、 技術成果 
変数として設定した 論文。 特許 数 との関係を調べた 

能力開発項目ごと @ こ 技術成果への 影響を分析した 結 

果を表 i に示す。 

表王 能力開発項目と 技術成果の関係 

部門 演断 プロジェクトへの 参加 

社内有志の勉強会参加 

専門誌（の 翰 立技 翻 

研究開発管理部門への 異動 

営業・販売部門への 異動 

膣の技術部門への 異動 

資格取得 @ 国家。 民間 ) 

異業種交流会への 参加 

同業他社交流会への 参加 

社外の研修・ 講習会の受講 

社内の研修・ 講習会の受講 

社会人八皿 A. Ⅴ OT 大学院への進学 

廿戸 059, " P く ・ 05, ** p<0l, " 。 ":P く ㏄ @ 全て正の影響。 

請文 :n"389, 特許Ⅲ -Wg.. 年齢・定数は 全頃 日有意㎏ 400l) 。 

全項目の最小 a 朝 ．が - 274. F 伍は全項目有意 (p くのい。 

  
3 年齢のほか、 技術分野に依存することが 想定きれるが 主要技術 
分野の情報系。 材料系分類の 分析結果は全体の 結果と大差ない 結 
果であ ったため全体の 結果を示した。 
  
4 3 つの質問は信頼度係数 G-= 807 、 相関係数の平均． 582 、 因子 

分析により固有値 @ 以上で l つの因子のみが 抽出された。 
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分析の結果、 論文と特許ともに 有意に影響を 与えた 

のは「責任の 重い仕事の経験」「部門横断プロジェクトへ 

の参加」「専門誌への 論文投稿」「社覚研 

同研究開発」であ った。 論文のみでは「 職 

O Ⅸ j 、 特許のみでほ「他の 技術部門への 異動」「異業 

種交流会への 参加」の影響がみられた。 

技術成果のうち 特許に影響を 与える「他の 技術部門 

への異動」や「異業種交流会Ⅰの 参加」は異なる 専門分 

野に触れる機会を 得ると レづ 点で技術成果への 影響を 

想定できるが。 技術成果が高いゆえにこれら 項目の機 

会が得られたれ 汚 逆の因果も否定できないため、 質的 

な調査によって 解釈する必要があ るといえるだろう。 

技術成果の論文と 特許ともに影響があ る能力開発項 

目ほ能力開発の 実態 ( 図 1) において選択数の 多い主 

要な 項目であ り、 知識 づ ウハウの獲得先の 選択 は 本論 

が想定した技術成果を 意図したものであ ることが推察さ 

れる。 これらの項目 は 研究開発業務の 主流にあ りながら 

広範な専門能力。 調整が必要とされる 高度な項目であ り。 

技術成果と対応することは 十分に理解できる。 技術成果 
のうち論文への 影響が有意な「学会での 論文発表」や 

「大学。 大学院派遣 ( 国内。 海外 ) 」は論文との 対応が容 

易に 想定できる当然の 結果であ るが、 ここではそれら 以 

外の「職場での 指導。 0 汀 」が論文へ有意に 影響を与え 

る結果に注目したい。 

の指導 幻皿 」 ほ 分析五の実態において 選択 

意 な差がなく、 長期間有効な 知識ワウ ハ 

源であ ることを指摘した。 また希望の結果 

でほ若手が希望する 主要な項目であ った " この 0 ごが 

技術成果のうち 論文に影響を 与えることは、 0 汀が研究 

者としての基礎的な 研究能力を 
して有効に機能しており。 0 ご 

論文。 特許と付こ影響のあ る高 

得て良 及 9 人材 は 組織内で連続的に 能力開発をしてい 

くものと解釈できるのであ る。 

研究開発組織における 能力開発の実態。 希望調査を 

もと @ こ 組織全体としての 能力開発を年齢連続的に 分析 

し、 議論した。 先行研究で指摘された⑪ 接は 本研究に 

おいても研究開発組織における 能力開発の主要な 方 

、 法であ った。 

本研究が新たに 指摘した点 は 0 町が長期間にわたる 

強みとしての 知識づか ウ そ尋源 になっているという ， 庶 

であ る。 研究開発組織における 能力開発の先行研究で 

は 0 丹の重要性について 指摘 は あ るものの長期間の 有 

効性についてほ 言及がなされなかった。 

能力開発が実務上なんらかの 成果を意図することを 

みて、 技術成果との 関係についても 分析した。 想定し 

た技術成果のうち 論文においてほ 0 汀が有効であ るこ 

とが示された。 0 汀は若手 め 人材の希望する 能力開 

発項目でもあ った。 論文と特許ともに 影響がみられた 能 

力 開発項目 は 。 研究開発の主流で 広範な専門能力。 調 

整が必要とされる 高度な項目であ った。 

能力開発と技術成果との 関係は分析結果の 解釈が 

難し 、 。 他の要因の再構成や 質的な調査により、 さらな 

る検討が必要であ ろう。 これについては 今後の課題とし 

たい。 

調査にご協力いただきました A 社の方々に心より 感謝 
を申し上げます。 

参考文献 
経 藩学東洋経済新報社 ひ 999) 

日本経済新聞社 

(20 ㏄ ) 

彦 信越化学工業㈱における 企業内教育と 0 皿 

翻 56(4),449-452(1987) 

@43 沢田淳日産自動車㈱における 研究者の育成 蟻禰鯵暉 

@5] 城間 昭 日本㊥ M ㈱における研究者の 教育。 育成 鰯鰯 

鰯 Ⅴ cCo 抽 @c ㎏ K. Car ㏄ ご絆血 S, te 蕊 ㏄ ln 鍛 ㎡ ob 鍵 ㎏ sc ㎝ c, 

照 d s 妬 Ⅱ№Ⅱ 荊輔 on: 薮及 Ds ぬ露地 B 寅を a@r@ and Ja 酵欝 

弩 3)335-347(2001) 

@1%] 福谷正信研究開発人材のマネジメント : 革新的研究開 

発のための中核人材 像 とその育成 鰯究眩鰯豹 

一 466 一 


